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インド日本商工会（JCCII）が中心となって、日本企業の声を
インド政府に伝え、ビジネス環境の改善を促す活動

建議書活動推進活動

建議書活動とは What is “Suggestions for India”
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毎年、年度初めにインド政府（DIPP）に対して建議書を提出し、
年2回のインド政府との会合を通してその解決を図る活動である

建議書
提出

第1回

建議書会
合

議事録・

レター提
出

第2回

建議書会
合

議事録・

レター提
出

建議書評
価・新規項
目募集

翌年度
建議書
作成

7月時期

活動

9月 10月 12月 1月 2月 3月

詳細

•日本企業
の声をイン
ド政府
(DIPP)に
伝える

•インド政府
と対話

•第一回会
合の議事
録・レター
提出

•第1回会合

からの進
捗をインド
政府と対
話

•第二回会
合の議事
録・レター
提出

•建議書活
動の進捗
評価

•翌年度建
議書項目
を募集

•翌年度の
建議書を
作成

会員
企業の
行動

• N/A
•建議書会
合に出席

•議事録・レ
ター作成

※ドラフトは
事務局作成

•建議書会
合に出席

•議事録・レ
ター作成

※ドラフトは
事務局作成

•建議書評
価・新規項
目作成

• N/A

建議書活動一年間のスケジュール

会員企業皆様は、会合出席・会合後の作業が発生

出所：インド日本商工会資料よりNRI作成

建議書活動スケジュール Schedule of “Suggestions for India”
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2017年7月11日に2017年度建議書を提出した

2017年度建議書提出の様子

• 7月11日、インド日本商工会(JCCII)成清正

浩会長より、インド商工省アビシェク産業政
策推進局(DIPP)次官に対し、日本企業の

インド進出及び経済活動の拡大に際して
のビジネス環境改善を求めるため、インド
政府宛建議書2017を提出

• 今回の建議書は、9章（税制、銀行、物流、

鉄鋼製品、航空、知的財産、手続、インフ
ラ、前年度のフォローアップ）より構成

• 大使館からは曽根経済公使が同席し日本
企業を支援

出所：公開情報よりNRI作成

実際の様子 Submission 
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本年度は大項目9つ、全42項目についてインド政府に建議書を
提出し議論を行っている（1/2）

１．税制

(1)移転価格税制に係る総合商社の事業内容解釈の

適正化

(2)PE課税と源泉徴収義務違反課税

(3)外国株主へ配当時の配当分配税の適用除外

(4)インドからの輸出に係るService Tax等の免税措置

(5)グループファイナンスへのみなし配当課税の撤廃

(6)中央付加価値税（Excise CENVAT）の還付早期化

２．銀行

(1)対外商業借入（ECB）条件の緩和

(2)外国銀行の大都市での支店開設

(3)優先業種貸出規制の緩和について

(4)外国銀行本店からの借入規制の撤廃または緩和

(5)CSA締結に係る規制緩和・整備対応

(6)一社規制回避のための他行裏保証

(7) 為替予約・通貨オプション取引に係る規制緩和

(8) マサラ債発行要件の緩和

３．物流

(1)貨物到着前通関申告税度の撤廃または緩和

(2)インランドコンテナデポ（ICD）のマイソールへの

設置

４．鉄鋼製品

(1)鉄鋼製品に対するインド規格強制認証化の緩

和・迅速化

５．航空

(1)外国航空会社特例措置

(2)航空券決済における使用通貨規制の撤廃

６．知的財産

(1)新たな制度の導入

(2)現行制度の制度改善

(3)現行制度の運用改善

(4)市場で流通する偽造品対策について

(5)違法製品の取り締まり強化

インド日本商工会の建議書活動ご紹介 Introducing ‘Suggestions for India:
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本年度は大項目9つ、全42項目についてインド政府に建議書を
提出し議論を行っている（2/2）

８．インフラ

以下のｲﾝﾌﾗの早期完成及び中央政府・州政府間の

関係強化

(1)CBIC（ﾁｪﾝﾅｲ･ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙ産業回廊構想）実現に向

けた関連道路の整備

(2)ﾁｪﾝﾅｲ周辺道路整備

(3)ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙ道路開発

(4)ﾁｪﾝﾅｲ港

(5)ｶﾏﾗｼﾞｬｰﾙ(旧ｴﾝﾉｰﾙ)港

(6)NH8の整備促進(ｸﾞﾙｶﾞｵﾝ-ﾏﾈｻｰﾙ-ﾊﾞﾜﾙ-ﾆﾑﾗﾅ間)

(7)ﾊﾘｱﾅ・UP州間ﾊﾞｲﾊﾟｽの早期完成

９．フォローアップ

(1)民間工業団地早期整備への協力

(2)GSTの早期導入

７．手続

(1)取締役の国内在住義務に関する規制の変更

(2)安全規制（BIS）の固定化、規制対象、内容の明

瞭化

(3)安全規制（BIS）の認可規制の中古品への運用

徹底

(4)E-Waste Managementの適正化

(5)Plastic Waste Management の適正化

(6)EPCG（Export Promotion Capital Goods）制 度

変更遡及適用の見直し

(7)ﾒｲｸｲﾝｲﾝﾃﾞｨｱ促進のための工業立地関連情報

提供拡充

(8)ｱﾙﾐｻｯｼ規格・基準の統一化

(9)日印社会保障協定の実施機関への周知徹底

インド日本商工会の建議書活動ご紹介 Introducing ‘Suggestions for India:
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建議書は、フィリピンのロビー活動の成功例を模して始まった

建議書活動の歴史

~2009年
建議書活動開始前

2009年
建議書活動開始

2010年～
建議書会合本各期

• インド日本商工会は200社
を超える会員数

• 特に商社、 2輪、4輪業界、

その他メーカーからインド
での企業活動に対する障
壁を強く指摘される

• 若竹経済公使（当時）が、
フィリピンでのロビー活動
の成功例を手本に、インド
政府へ手紙で訴える活動
を提案

• 2009年2月に初の“建議

書”を商工省のシャンカー
ル工業次官に対し、 提出

• 2009年には10月に会議

開催。現在の様な合同会
議でなく シャンカール次官
や関係諸官との個別会議

• 商工会個別グループはそ
れに合わせて準備会合を
それぞれ持ち、大使館と
の擦り合わせを実施

• 2009年の反応が乏しく、
2010年から分類表として
纏め、シン工業次官あて
に4月に提出

• ５月にDIPPの局長に就任
したTalleen Kumar氏と会

合、建議書担当としてＤＩＰ
Ｐ経由で各省庁への橋渡
しを依頼

• 建議書推進委員会も組織
され、商工会会長、
JETROが中心となり現在
の WGに相当するグルー
プが完成

出所：専門家インタビューよりNRI作成

建議書の歴史 The history of “Suggestions for India”
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今後は他国商工会とも協力をして、外国企業向けのビジネス
環境の改善を訴えていくべきである

ロビイング活動変遷

①初期

影響力

時間

②成長期 ③成熟期

インド

フィリピン

交渉
相手

担当省庁
各省庁と連携の深い省
庁・大統領・首相

主体
各業界の有志連合
（日系自動車会社連合等）

（各国の）日本商工会 各国の商工会の連合

活動
業界の連合が、担当省
庁と直接対話・意見書提
出

商工会が音頭をとり、各
社の問題点を“意見書”と
して一括して政府に提出

各国の商工会と協力し、外国
企業が一丸となって現地政
府に対して“意見書”を提出

今後は他国商工会と協力し、
インド政府への影響力を強めるべき

出所：専門家インタビューよりNRI作成

各省庁と連携の深い省
庁・大統領・首相

他国のロビイング活動紹介 Introduction of other country’s case example
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例年40項目前後の建議項目をインド政府に提出。詳細は次
ページ以降で説明

提出建議書項目の変遷

9 8 9 8 10 11

40

20

31
22 24

32 30 24
31

767

40 42

2017

31 30

37
34

2011

共通*

特定
業界

49

39

27

2009 2010 2012 2013 2014 2015 2016

•建議項目は例
年30~40項目
程度

•共通項目が
70%~80%

•特定業界向け
項目は20%～
30%

出所：公開情報よりNRI作成

（年）

*共通項目に地域項目を含む

過去の建議書 Past outcome of “Suggestions for India”
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共通教目・特定の業界項目の変遷は以下の通り

大項目 中項目 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

共通

土地取得 3 1 2 1 0 0 0 0 0

税制 10 7 6 6 8 10 9 7 8

インフラ 4 2 6 7 10 12 12 11 8

物流 8 3 5 2 2 3 2 1 2

外資規制 6 0 0 0 0 0 0 0 0

査証手続き 3 4 4 4 2 2 0 0 0

行政の非効率・不透明性 3 1 1 0 0 2 3 1 6

社会保障協定 2 1 2 1 0 0 0 0 1

知的財産権 1 0 0 0 2 3 4 4 5
E-Waste 0 1 3 0 0 0 0 0 1

その他 0 0 2 1 0 0 0 0 0

業界

金融 8 7 8 9 4 5 4 7 8

鉄鋼 1 0 0 0 1 1 2 2 1

弁護士 0 0 0 0 1 1 1 0 0

ヘルスケア 0 0 0 0 0 1 0 0 0

航空 0 0 0 0 0 0 0 1 2

過去の建議書 Past outcome of “Suggestions for India”
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過去9年間の建議書活動を振り返る（1/3）

土地収用 4 項目

項目 提出項目数

1.8 年

平均提出年数

0 (0%）1

進展数（割合）

税制 24 項目 3.0 年 8 (33%）

インフラ 22 項目 3.3 年 6 (27%）

物流 16 項目 1.8 年 3 (19%）

外資規制 6 項目 1.0 年 0 (0%） 1

査証手続き 13 項目 1.5 年 8 (62%）

行政の非効率 12 項目 1.6 年 1 (8%） 1

社会保障協定 5 項目 1.4 年 1 (20%）

過去の提出建議書項目（共通項目）

出所：公開情報よりNRI作成

建議書活動の振り返り Review of “Suggestions for India”
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過去9年間の建議書活動を振り返る（2/3）

知的財産権 5 項目

項目 提出項目数

3.8 年

平均提出年数

1 (20%）1

進展数（割合）

E-Waste 3 項目 1.7 年 0 (0%）11

その他 2 項目 1.5 年 2 (100%）

土地収用・外資規制・行政の非効率等はインド固有の問題であり、
外国企業からの声で変わることが難しい領域であると考えられる。

一方、税制・インフラ・物流・査証手続き・社会保障協定・知的財産
等は、諸外国からの投資を増加するためにインド政府が重要視し
ており、変更の可能性が高いことが分かる。

過去の提出建議書項目（共通項目）

出所：公開情報よりNRI作成

建議書活動の振り返り Review of “Suggestions for India”
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過去9年間の建議書活動を振り返る（3/3）

金融 22 項目

項目 提出項目数

2.7 年

平均提出年数

8 (36%）

進展数（割合）

鉄鋼 2 項目 4.0 年 0 (0%）1

弁護士 1 項目 3.0 年 0 (0%）1

ヘルスケア 1 項目 1.0 年 0 (0%）1

航空 2 項目 1.5 年 0 (0%）1

個別業界の事例に関しては、DIPPを通じての変更が難しいところ
も多いと考えられる

金融で多くの進展が見られるのは、ワーキング・グループによる
個別の活動が活発であることも一因であろう

過去の提出建議書項目（業界別項目）

出所：公開情報よりNRI作成

建議書活動の振り返り Review of “Suggestions for India”
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2009年度に始まった建議書活動により、改善が見られた項目
が多数ある（1/2）
• 赤字は2016年度の活動を通じた成果

出所：公開情報よりNRI作成

インド日本商工会の建議書活動ご紹介 Output of “Suggestions for India”
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2009年度に始まった建議書活動により、改善が見られた項目
が多数ある（2/2）

• 赤字は2016年度の活動を通じた成果

出所：公開情報よりNRI作成

インド日本商工会の建議書活動ご紹介 Output of “Suggestions for India”
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知財ワーキンググループは、インド知的財産研究会（IPG）が主体
となって、日印の担当省庁と連携し活動をしている

IPG概要

目的

知的財産に関する活動を
行い、日系企業のインドに
おける知的財産の保護促
進に寄与すること

メン
バー数

60団体（2017年11月9日）

活動
内容

①勉強会を隔月で開催

②メンバー間の情報共有
（ガイドライン等の公表）

③インド政府へ建議書提
出・意見交換

事務局
JETROニューデリー事務
所知的財産権部

日本知的財
産協会
（JIPA）

インド知的
財産研究会
（IPG）

DIPP
日本特許庁
（JPO）

インド日本

インド特許
庁（IPI）

インド国内の知財の状況を
改善する活動

全体会合で議論
JIPAと共に長官
を訪問し議論

情報共有等
サポート

連携

出所：専門家インタビューよりNRI作成

連携

知財活動改善活動

Working groupの活動例（知財） IP group activity
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インド日本商工会からの建議書提出依頼に対して、参加フォー
マットを埋めて返信することで、2018年度建議書活動に参加

第二回

建議書
会合

振返り・
継続事
項提出

新規事
項提出

既存参加企業 新規参加企業

2018年度建議書参加方法

内容確
認後提
出

•会合に出席
•議事録作成
•レター作成

N/A

•振り返り提出
•継続事項の提出

N/A

•新規事項の提出
•新規事項の
提出

•大使館・建議書
委員と内容確認

•大使館・建議
書委員と内
容確認

2月
（予定）

4月

4月

5月

時期

日・英で申込用紙提出

2018年度建議書スケジュール

2018年度活動の参加方法・スケジュール Schedule




